
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

現在では民間活用するだけの収益がなく費用の削減効果があるものとは考えにくいため，経費の
削減に取り組みながら現行体制を継続していくこととしている。

広域化についての勉強会に参加済。業務の内容について，各団体との一括
発注などを検討していきたい。

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

稲敷市 水道事業 末端給水事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

経営規模が小さいために民間を活用するだけの収益がなく，現行の経営体制・手法を継続すること
としている

小規模ではあるが経営は安定しているため，特には考えられない。

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

稲敷市 工業用水道事業 工業用水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （取組の方式等） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

○

その他の
民間活用

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

稲敷市 下水道事業 公共下水道事業

26 4 1

実施済 ○

処理場維持管理業務委託（長期継続契約）
設備点検・運転管理・清掃業務

仕様書発注による民間業務委託

平成

実施予定 年 日

検討中

月

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

その他の民間活用の取組状況



（取組の概要） （取組の方式等） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

○

その他の
民間活用

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

稲敷市 下水道事業 特定環境保全公共下水道事業

26 4 1

実施済 ○

処理場維持管理業務委託（長期継続契約）
設備点検・運転管理・清掃業務

仕様書発注による民間業務委託

平成

実施予定 年 日

検討中

月

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

その他の民間活用の取組状況



（取組の概要） （取組の方式等） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

○

その他の
民間活用

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

稲敷市 下水道事業 農業集落排水事業

26 4 1

実施済 ○

処理場維持管理業務委託（長期継続契約）
設備点検・運転管理・清掃業務

仕様書発注による民間業務委託

平成

実施予定 年 日

検討中

月

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

その他の民間活用の取組状況


